
新潟県柏 崎市Ｕ・ Ｉターン 促進住宅 支援事業 補助金交 付要綱  

（趣旨）  

第１条  この要綱 は、新潟 県内にＵ ・Ｉター ンにより 就職する 者であ

って、柏 崎市内 に 賃貸住宅 を契約し 居住する ものに対 し て、家 賃を

補助する ため、予算 の範囲内 において 補助金を 交付する ことにつ い

て、新 潟県柏 崎市 補助金等 交付規則（昭和 ５０年 規則 第２９号 ）に

定めるも ののほか 、必要な 事項を定 めるもの とする。  

（定義）  

第２条  この要綱 において 、次の各 号に掲げ る用語の 意義は、 当該各

号に定め るところ による。  

⑴  住民 登録  住 民基本台 帳法（ 昭 和４２年 法律第 ８ １号）の 規定

に基づき 柏崎市の 住民基本 台帳に登 録されて いること をいう。  

⑵  定住  柏崎 市 に住民登 録を行 っ た上で、 柏崎市 に 生活基盤 を有

し、勤務 先の人 事 異動等に より、 柏 崎市外へ 転出す る 見込みがな

いことを いう。  

⑶  企業 等  法人 又は個人 が 開業し た事業所 をいう。  

⑷  Ｕタ ーン者  柏崎市の 出身者 で あって、 新潟県 外 から柏崎 市に

住民登録 をした も のをいう 。  

⑸  Ｉタ ーン者  柏崎市以 外の出 身 者であっ て、新 潟 県外から 柏崎

市に住民 登録をし た ものを いう。  

⑹  民間 賃貸住 宅  建物の 所有者 等 との間で 賃貸契 約 を締結し 、自

己の居住 の用に 供 する住宅 であっ て 、公的賃 貸住宅 、 社宅、事業

所の寮、 親族所有 の住宅等 を除くも のをいう 。  

⑺  家賃  民間 賃 貸住宅の 賃貸住 宅 契約に定 められ た 賃借料（ 管理

費、共益 費、駐車 場料金等 を除く。） の月額を いう。  

⑻  親族  ２親等 以内の親 族をいう 。  

⑼  公務 員  国 家 公務員法 （昭和 ２ ２年法律 第１２ ０ 号）第２ 条に

規定する 国家公 務 員及び地 方公務 員 法（昭和 ２５年 法 律第２６１

号）第３ 条に規定 する地方 公務員を いう。  

⑽  市税 等  市の 債権をい う。  

⑾  二大 学  柏 崎 市内にあ る新潟 産 業大学及 び新潟 工 科大学を いう。 

 （補助 対象者）  



第３条  補助金の 交付対象 者は、親 族以外が 経営する 民間賃貸 住宅に

家賃を支 払う者で 、次の各 号のいず れにも該 当する も のとする 。  

⑴  Ｕタ ーン者 又 はＩター ン者で あ って、柏 崎市内 の 民間賃貸 住宅

に居住し 、柏崎 市 に住民登 録をし た もので、 住民登 録 をした時点

の年齢が ４０歳未 満の もの  

⑵  初回 申請を し た日から ３年以 上 定住の意 思をも っ て柏崎市 内に

居住する 者  

⑶  転勤 による 配 属でなく 、 柏崎 市 内の企業 等に 就 職 し、 １年 以上

の雇用期 間が見込 まれる 者 又は個人 事業主で 柏崎市に 定住する 者  

⑷  納付 すべき納 期限の到 来した市 税等を完 納してい る者  

⑸  公務 員でない 者  

⑹  他の 公的制度 による家 賃助成を 受けてい ない者  

⑺  生計 を一に す る世帯全 員が、 過 去にこの 要綱に よ る補助金 の交

付を受け ていない 者  

⑻  生活 保護法 （ 昭和２５ 年法律 第 １４４号 ）によ る 保護を受 けて

いない者  

⑼  生計 を一に す る世帯全 員が暴 力 団員（暴 力団員 に よる不当 な行

為の防止 等に関 す る法律（ 平成３ 年 法律第７ ７号） 第 ２条第６号

に規定す る暴力団 員をいう 。）でな い者  

２  前項 の規定に かかわら ず、企業 等の人事 異動等に より市内 に定住

しないこ とが明 ら かである と市長 が 認める者 は、補 助 金の交付 対象

としない ものとす る。  

（補助金 の額及び 交付期間 ）  

第４条  世帯１か 月当たり の補助金 の額は、 家賃から 住宅手当 等を控

除した額 の３分 の １の額と し、上 限 は ２万円 とする 。 ただし、 算出

した１か 月当た り の補助金 の額に １ ，０００ 円未満 の 端数が生 じた

場合は、 その端数 を切り捨 てた額を 補助金の 額とする 。  

２  補助 対象者の 世帯に中 学生以下 の者が１ 人以上い る場合 （ 以下こ

の項にお いて「加算 要件」という 。）は 、前項の額に ５，０ ００円を

加算する 。 この 場 合におい て、月 の 途中に加 算要件 を 満たすこ とに

なったと き は、そ の翌月分 の補助金 から加算 する。  

３  前２ 項に規定 する補助 金の交付 期間は、 最初の交 付決定の あった



月以降の 最初に 家 賃満額を 支払っ た 月から２ 年間（ ２ ４か月） を限

度とする 。  

 （補助 金の交付 申請）  

第５条  補助金の 交付を受 けようと する者（ 以下「申 請者」と いう。）

は、柏崎 市Ｕ・ Ｉ ターン促 進住宅 支 援事業補 助金交 付 申請書（ 別記

第１号様 式）に 次 に掲げる 書類を 添 えて、住 民登録 を した日 又 は二

大学を卒 業した 日 のいずれ か遅い 日 から１年 以内に 市 長に提出 しな

ければな らない。  

⑴  雇用 証明書 （ 別記第２ 号様式）  

⑵  雇用 契約書 、 労働条件 通知書 等 の労働条 件が分 か るものの 写し

（企業等 に就職し ている場 合のみ）  

⑶  賃貸 住宅契 約 書の写し 及び賃 貸 住宅契約 に係る 費 用が分か るも

のの写し  

⑷  税務 署に提 出 した開業 ・廃業 等 届出書の 写し（ 個 人事業主 の場

合のみ）  

⑸  卒業 証明書（ 二大学の 卒業者の み）  

⑹  その 他市長が 必要と認 める書類  

２  前項 の規定は 、２年 度 目以後の 申請につ いて準用 する。こ の場合

において 、 前項 各 号列記以 外の部 分 中 「住民 登録を し た日 又は 二大

学を卒業 した日 の いずれか 遅い日 か ら１年以 内」を 「 補助金を 受け

る年度の ４月 ３０ 日まで」 と読み替 えるもの とする。  

 （補助 金の交付 決定）  

第６条  市長は、 前条の規 定による 申請があ ったとき は、その 内容を

審査し、 交付の 可 否を決定 し、 柏 崎 市Ｕ・Ｉ ターン 促 進住宅支 援事

業補助金 交付決 定 通知書（ 別記第 ３ 号様式） 又は柏 崎 市Ｕ・Ｉ ター

ン促進住 宅支援 事 業補助金 不交付 決 定通知書 （別記 第 ４号様式 ）に

より、申 請者に通 知するも のとする 。  

 （申請 内容の変 更）  

第７条  前条の規 定により 補助金の 交付の決 定を受け た者（以 下「交

付決定者」という。）は、申請者 の内容 に変更が 生じたと きは、柏崎

市Ｕ・Ｉ ターン 促 進住宅支 援事業 補 助金変更 交付申 請 書（別記 第５

号様式） に関係書 類を添え て、市長 に提出し なければ ならない 。  



２  市長 は、前項 に 規定す る申請に より補助 金の額又 は補助金 の交付

期間を変 更する こ とを 決定 したと き は、柏崎 市Ｕ・ Ｉ ターン促 進住

宅支援事 業補助 金 変更交付 決定通 知 書（別記 第６ 号 様 式）によ り当

該交付決 定者に通 知するも のとする 。  

３  前項 の規定に より補助 金の交付 期間を短 縮する場 合におい て、転

居等によ り家賃 の 満額を支 払わな い 月がある ときは 、 これを切 り捨

てるもの とする。  

 （補助 金の交付 請求書）  

第８条  交付決定 者は、補 助金の交 付決定期 間のうち 当該年度 の４月

分から９ 月分ま で を前期分 とし、 １ ０月分か ら３月 分 までを後 期分

として、 前期分 は ９月末日 までに 、 後期分は ３月末 日 までに柏 崎 市

Ｕ・Ｉタ ーン促 進 住宅支援 事業補 助 金実績報 告書兼 請 求書（別 記第

７号様式 ）に家 賃 納入証明 書（別 記 第８ 号様 式）を 添 えて市長 に提

出しなけ ればなら ない。  

２  市長 は、前項 の規定に よる報告 があった ときは、 その内容 を審査

し、交付 すべき補 助金の額 を確定し たときは 、柏崎市 U・ I ターン

促進住宅 支援事 業 補助金確 定通知 書 （別記第 ９ 号様 式 ）により 通知

するとと もに、 請 求があっ た月の 翌 月の末日 までに 交 付決定者 の指

定する金 融機関の 口座に振 り込む方 法により 交付する ものとす る。  

 （補助 金の返還 等）  

第９条  市長は、 交付決定 者が次の 各号のい ずれかに 該当する と認め

るときは 、補助 金 の交付決 定の全 部 又は一部 を取り 消 すことが でき

る。  

⑴  交付 決定者が 市外へ転 出したと き。  

⑵  補助 金の申 請 に関し、 偽りそ の 他不正の 行為が あ ったと認 めた

とき。  

⑶  第３ 条第２項 の規定に 該当する と認めた とき。  

⑷  市税 を滞納し ていると き。  

⑸  その 他市長が 必要と認 めたとき 。  

２  市長 は、前項 の規定に より補助 金の交付 の決定の 全部又は 一部を

取り消し た場合 に おいて、 既に補 助 金が交付 されて い るときは 、補

助金の全 部又は一 部の返還 を命ずる ことがで きる。  



３  市長 は、前２ 項の規定 により交 付決定者 に損害が 生じるこ とがあ

ってもそ の賠償の 責めを負 わない。  

（補助金 の重複交 付の禁止 ）  

第１０条  補助金 の交付を 現に受け ている者 又は既に 受けた者 は、新

たに補助 金の交付 を受ける ことがで きない。  

 （その 他）  

第１１条  この要 綱に定め るものの ほか、補 助金の交 付に関し 必要な

事項は、 市長が別 に定める 。  

附  則  

 （施行 期日）  

１  この 要綱は、 平成２８ 年４月１ 日から施 行する。  

 （失効 ）  

２  この 要綱は、令 和８年３ 月３１日 限り、その 効力を 失 う。ただし 、

補助金の 支払に つ いては、 令和１ ０ 年３月３ １日ま で の間は、 新潟

県柏崎市 Ｕ・Ｉ タ ーン促進 住宅支 援 事業補助 金交付 要 綱は、そ の効

力を有す る。  

（経過措 置）  

３  改正 後の新潟 県柏崎市 Ｕ  ・Ｉ タ ーン促進 住宅支援 事業補助 金交付

要綱の規 定は、 平 成３０年 ４月１ 日 以後に申 請した 者 について 適用

し、同日前 に交付 決 定を受け た者につ いては、な お従前 の 例による 。  

附  則  

 （施行 期日）  

１  この 要綱は、 決裁の日 から 施行 する。  

 （経過 措置）  

２  改正 前の様式 で使用に 差し支え のないも のは、当 分の間そ のまま

これを使 用し、又 は所要の 調整をし て使用す ることが できる。  

附  則  

 （施行 期日）  

１  この 要綱は、 令和２年 ７月１日 から施行 する。  

 （経過 措置）  

２  改正 後の新潟 県柏崎市 Ｕ  ・Ｉ タ ーン促進 住宅支援 事業補助 金交付

要綱の規 定は 、こ の要綱の 施行の 日 以後に申 請した者 について 適用



し、同日前に 交付決 定を受け た者につ いては、なお 従前の 例による。 

附  則  

 この要 綱は、 決 裁の 日か ら施行す る。  

附  則  

 （施行 期日）  

１  この 要綱は、 令和４年 １月１日 から施行 する。  

 （経過 措置 ）  

２  この 要綱の施 行の際既 に改正前 の新潟県 柏崎 市 U・ I ター ン促進

住 宅 支 援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 の 規 定 に よ っ て な さ れ た 手 続 又 は 提

出された 書類は、 それぞれ 改正後の 新潟県柏 崎市 U・ I ターン促進

住 宅 支 援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 の 規 定 に よ っ て な さ れ た 手 続 又 は 提

出された 書類 とみ なす。  

３  この 要綱の施 行の際改 正前のそ れぞれの 様式によ る用紙で 現に残

存するも のは、当 面の間、そ のまま 使用し、又 は所要 の修正を 加え

て使用す ることが できる。  

附  則  

 （施行 期日）  

１  この 要綱は、 令和５年 ４月１日 から施行 する。  

 （経過 措置）  

２  この 要綱の施 行の際改 正前のそ れぞれの 様式によ る用紙で 現に残

存するも のは、当 面の間、そ のまま 使用し、又 は所要 の修正を 加え

て使用す ることが できる。  

   附  則  

 この要 綱は、令 和７年４ 月１日か ら施行す る。  


